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1.業務の目的及び概要 

1.1事業の背景 

(1)社会的課題 

現在、日本国内では「所有者不明土地」や「低未利用土地」の急増が、防災・防

犯・景観維持における深刻な地域課題となっている。 

①所有者不明土地等の問題の深刻化と既存市場の限界 

相続放棄や人口減少に伴い、管理コストや法的リスクが資産価値を上回る不動産が

急増している 。既存の不動産流通市場は資産価値がある物件を主な取引対象として

おり、所有権移転に多大なコストを要する低未利用土地は、媒介報酬上限の引き上

げ（令和6年7月改正）後もなお、仲介会社から取り扱いを断られるケースが多い。 

②公的制度の硬直性と民間スキームの必然性 

「相続土地国庫帰属制度」は審査基準が厳格であり、要件に合致せず申請を断念す

る層や不承認となる事例が滞留している。国の引き取り実績に対し、より柔軟な条

件提示が可能な民間による引き取りニーズは圧倒的に高く、これを埋める安心・安

全な民間受け皿の確立が喫緊の課題となっている。 

③民間市場における不透明性の解消 

需要の急増に伴い参入業者が増加しているが、事業実態が不透明な業者による不当

な高額請求や詐欺的トラブルも報告されている。行政が安心して相談を繋ぎ込める

よう、正しい情報の提供と実務ノウハウの蓄積、および業界の健全なガバナンス構

築を実証する必要がある。 

(2)中津市の現状と課題 

中津市においても、所有者の高齢化や死亡により長期的に放置された不動産が深刻

な課題となっている。 

 

①物理的老朽化の進行と放置実態 

市内の空き家2,442件のうち、約23.0％で老朽化が顕著であり、物理的な崩落リスク

を含め、市内で解決が困難な状態となっている 。 



②権利関係の複雑化による流通阻害 

相続登記が未了のまま放置され所有者が不明確となっている事例が多く、建物や敷

地に関する法的整理が進まないことが再利用や売買の大きな障壁となっている 。 

1.2 事業の目的 

本事業は、大分県中津市において、市町村単独では対応が困難な所有者不明土地や

老朽空き家等に対し、不動産有料引取スキームを導入することで、適正な処理と利

活用の手法を実証し、知見の蓄積と制度設計の基盤を構築することを主眼とする 。

具体的には、以下の3点を重点的な目的として掲げる。 

(1)「中津モデル」の民間拡張と実証 

既に実績のある市有資産の流動化プロセスで得た成功体験を、より難易度の高い

「民間所有の所有者不明土地・困難物件」の解決へと拡張し、その実効性を検証す

る。 

(2)官民連携による持続的な体制整備 

「所有者不明土地利用円滑化等推進法人」の指定に向けた協議・準備を進め、将来

的に官民が恒常的に連携できる土地利用体制を整備することで、地域の安全・安心

な住環境の確保と、土地資源の循環的な活用を図る 。 

(3)地域活性化と全国展開へのモデル形成 

対象地域における空き地・空き家の利活用促進を通じて、地域の景観保全やまちの

活性化を実現する 。ここで得られた知見や成果を、他自治体へも横展開可能な先導

的モデルとして体系化することを目指す 。 

  







市有不動産の活用促進および市内空き家の流通促進を目的とした「利活用困難な遊

休不動産の流通促進に係る連携協定」を締結した。 

→「中津モデル」の確立 

外部プラットフォーム（フィールドマッチング）の活用や価格設定ルールの見直し

により、長年放置されていた市有地の売却を複数実現した。 

3.4 所有者不明土地・低未利用土地等に関する取組 

中津市では、本モデル事業に先立ち、市が保有する「利活用困難な遊休資産」の流

動化において顕著な成果を上げている。これらは、従来の行政主導の売却手法から

脱却し、民間の専門ノウハウを活用した「中津モデル」の先駆けとなる事例であ

る。 

(1)山間部における未利用公有地の流通事例（旧16分団詰所） 

・物件の概要と課題  

山国町槻木に位置する木造2階建の旧消防団詰所。国定公園第三種特別地域内かつ土

砂災害警戒区域（イエローゾーン）に該当しており、法的制約が非常に多い物件で

あった。長期間利用されておらず、通常の公売では買い手がつかない可能性が高い

ため、市にとっては維持管理の負担や将来的な解体コストが懸念されていた。 

・取組の内容  

「フィールドマッチング」へ掲載し、広域に情報を発信した。居住用途ではなく、

山間部の拠点を求める層をターゲットに、DIY等の活用可能性を提示することで新た

な需要を掘り起こした。 

・結果と効果  

福岡市在住の個人とのマッチングが成立し、大分の拠点およびDIYの場として売却に

至った。これにより、行政は将来の解体費用負担を回避できただけでなく、県外か

らの関係人口の創出と、遊休資産の適正管理を実現した。 

(2)大規模・老朽物件の流通事例（ペンション ） 

・物件の概要と課題  



中津市 に所在する、土地面積 、建物面積 の旧宿

泊施設。 2階建であるが、経年劣化により建物の

損傷が著しい状態にあった。その規模の大きさと建物の状態から、一般的な住宅用

途としての流通は困難であり、管理不全による地域環境への悪影響が懸念されてい

た。 

・取組の内容  

「フィールドマッチング」へ掲載し、居住用途に限定せず、広大な敷地や建物の規

模を活かせる実需層に向けて広く情報を発信した。 

・結果と効果  

発酵関係の事業立ち上げを目指す移住希望者とのマッチングが成立し、売却に至っ

た。これにより、放置されていた大規模物件が「生活・事業の拠点」として再活性

化されるとともに、地域の適正な維持管理と資産の流動化が実現した。 

これらの事例は、官民連携により、これまで流通困難と思われていた物件でも解決

できることを証明した。 多くの自治体では、解体に多額の財政負担を強いられた後

に更地として放置されるのが通例であるが、中津市では「流通・活用・地域活性

化」というサイクルを創出している。本モデル事業は、この中津モデルを低未利用

土地・所有者不明土地等へと横展開し、さらなる地域課題の解決を図るものであ

る。 

 

4.一般社団法人 不動産有料引取業協議会について 

4.1 概要 

一般社団法人 不動産有料引取業協議会を設立（令和7年12月26日設立）。 

4.2 設立背景 

本事業の核となる民間実証主体「一般社団法人不動産有料引取業協議会」は、以下

の背景により設立された 。 

①国庫帰属制度の補完的役割 

「1.1(1)②」で詳述した制度的課題（国庫帰属制度の厳格な審査基準等）により、



公的制度の枠組みでは救済できない所有者の存在が顕在化している。こうした背景

を受け、同制度を補完する民間の受け皿として、より柔軟な引取実務を担うべく本

協議会を設立した。 

②民間引取市場における不透明性の解消 

需要の急増に伴い参入業者が増加しているが、独自のルールで活動する業者が多

く、実態や所在が不透明なケースも散見される。「情報優位」を利用した不当な高

額請求や、費用受領後に登記手続きを行わず逃亡するといった悪質な詐欺的トラブ

ルを未然に防止する必要がある。 

③健全な制度確立と行政・専門家との橋渡し 

当協議会は、正しい知識の提供や事例の収集・分析を通じ、引取事業の健全な普及

と安心できる制度の確立を目指している 。実務ノウハウを蓄積し、自治体や専門家

と連携できる「信頼の器」となることで、所有者不明土地等に悩む所有者が安心し

て選択できる環境整備を目的として設立された 。 

4.3 加盟企業 

・株式会社EINZ 

主な対象物件：関東甲信越を中心とした宅地、山林、原野等 

 

特徴：不要となった不動産を引き取り、リスト化されている購入依頼者を中心に

再販売。商品化にあたり、個別に近隣対応、解体、伐採等を行っている。 

・株式会社AlbaLink 

主な対象物件：全国の空き家、事故物件、共有持分、再建築不可物件等 

特徴：流動性の低い不動産を専門に取り扱い、ニッチな需要を繋ぐマッチング事

業と、物件価値を再構築する再生事業の両輪により、市場流通と適正な利活用を

促進している。 

・株式会社KLC 

主な対象物件：全国の山林、原野、荒廃別荘地、農地（一部例外有）、廃屋 





4.5 本事業における有料引取の意義 

有料引取は、単なる物件の譲渡に留まらず、以下の点において所有者不明土地・低

未利用土地問題の解決に寄与する。 

①出口戦略の提示 

相続土地国庫帰属制度の要件に適合しない物件や、仲介業者が取り扱わない低廉な

物件に対し、民間主導の最終的な出口を提示する。 

②管理責任の適正な承継 

引取事業者が所有者となることで、放置されていた不動産の管理実態を回復させ、

近隣トラブルや事故の未然防止を図る 。 

③利活用の再構築 

専門ノウハウを持つ事業者が引き取ることで、残置物撤去や権利整理を行い、地域

資源としての再流通や有効活用を模索する 。 

 

  







・一般社団法人の設立：令和7年12月26日、「一般社団法人 不動産有料引取業協議

会」として法人登記を完了させ、法的主体を確立した 。 

・行政内調整への対応：物件選定において表面化した行政内（担当不在や消極姿勢

等）の調整不足による停滞に対し、協議を継続した 。 

・ガイドラインの自浄規定検討：不誠実な事業者への「勧告・強制退会」を可能に

する実態に即したガバナンス規定の議論を深めた 。 

 

1月：周知体制および受入基準の整備、所有者不明土地対策計画の策定準備 

・協議会公式ウェブサイトの新規開設：一般社団法人としての社会的信頼性の担保

と透明性の周知のため、サイト構築を推進した 。 

・新規加盟事業者の受入体制整備：入会チェックシートや誓約書の導入を含む厳格

な審査基準に基づく新規加入準備を進めた 。 

・一般利用者向けガイドラインの策定検討：所有者が安心してサービスを利用でき

るよう、利用者視点での権利義務を整理したガイドラインの作成を検討した。  

・中津市における「所有者不明土地対策計画」の策定準備に着手。庁内調整を経

て、2026年4月の計画策定・公表に向けた具体的な実施ロードマップを確定させた。 

6．業務の成果 

6.1 一般社団法人の設立と信頼基盤の構築 

令和7年12月26日に「一般社団法人 不動産有料引取業協議会」を設立した。これ

は、単なる法人格の取得に留まらず、不動産有料引取という新しいサービスを社会

的に定着させるための「信頼の器」を構築したことを意味する。 

(1)標準規範を策定する主体の確立 

不動産有料引取は比較的新しい取引形態であり、これまでは各事業者が個別の基準

で実務を行っていた。法人化により、業界全体の「標準規範」を策定・運用する公

的な主体が誕生した。費用算定の根拠や引取後の管理方針を業界共通のルールとし

て明文化することで、利用者の不安を払拭し、取引の透明性を飛躍的に向上させ

た。 

(2)行政・多職種連携を可能にする公共性の確保 

任意団体では困難であった行政（中津市等）や金融機関、士業との公的な連携窓口

を一本化した。法人として責任所在を明確にしたことで、行政が「所有者情報の提



供」や「推進法人の指定」を安心して検討できる法的基盤が整った。これにより、

官民が一体となって流通困難な不動産問題に取り組むためのハブ（拠点）機能が備

わった。 

(3)持続的なガバナンスを担保する組織運営 

営利追求のみを目的としない一般社団法人という形態を選択することで、事業の継

続性と公共的な利益の追求を両立させた。 

外部からの評価や社会的な要請を柔軟に取り入れ、時代に即した適切な管理運営を

継続的に行うための組織的ガバナンスを確立した。 

6.2 有料引取業ガイドラインの策定 

本事業を通じて策定された新ガイドラインでは、利用者保護と業界の健全化を徹底

するため、以下の実務要件が定義されている。 

(1)利用者保護を徹底する実務要件の拡充 

・所有者（利用者）との信頼関係を構築し、犯罪収益移転防止法を遵守するため、

「対面またはオンラインによる面談方式」の設置を義務化している 。 

・契約締結に際しては、利用予定者の国籍や利用目的の確認を明記し、安全な取引

を担保する体制を整えている 。 

・契約不適合責任の免責事項や条件については、事前の明記および依頼者への厳格

な説明義務を課している 。 















6.4 所有者不明土地対策計画の策定準備（中津市） 

本事業の成果が、中津市の正式な行政施策である「所有者不明土地対策計画」へ反

映されることが決定した。2026年4月の計画策定により、官民連携による有料引取ス

キームが市の恒久的な施策として位置づけられた意義は大きく、中津モデルの持続

可能性が担保された。 

7．業務の課題 

本実証事業の推進にあたり、所有者不明土地問題が内包する複雑な性質と、それに

付随する行政組織特有の課題が明らかとなった。 

7.1 主導的役割の所在の明確化 

・所有者不明土地問題は、用地課（法令所管）、まちづくり推進課（空き家対

策）、環境政策課（空き地管理）、税務課（固定資産税）など、関連部署が極めて

多岐にわたる 。 

・各部署の所管業務が細分化されているため、全体最適を見据えた庁内合意形成に

は多大なエネルギーを要する構造となっている 。 

7.2 主導的役割（イニシアティブ）の所在の明確化 

・新規スキームの導入や計画策定においては、いずれかの部署が中心的な役割を担

う必要があるが、現状ではその所在が定まりにくい側面がある 。 

・特に、空き家担当部署が意欲的に取り組む場合でも、法令所管課との権限バラン

スの観点から、単独での迅速な意思決定には制約が生じやすい実態がある 。 

7.3 業務上の優先順位や必要性に対する認識の相違 

・法令所管課においては、通常業務のフローにおいて直接的な支障が顕在化しにく

い性質がある。 

・そのため、将来的なリスク（震災時などの土地活用障壁）に対する備えとしての

本事業の必要性が、組織全体に切実な課題として浸透しにくい土壌があると考えら

れる 。 



7.4 社会的認知度の差による推進力の制約 

・一般的な「空き家問題」と比較すると、「所有者不明土地」というテーマは議会

や市民の間でもまだ馴染みが薄く、社会的関心が形成されにくい傾向がある 。 

・この認知度の差が、予算確保や抜本的な組織連携を後押しする上での、心理的な

障壁となっている可能性がある。 

8. 分析・提言等 

8.1 分析 

(1)自治体における意思決定の停滞 

自治体内部では「空き家（建物）」と「空き地（土地）」の主管部署が分かれてい

るなど縦割り弊害が根深く、民間連携による新たなスキーム導入に対して慎重な姿

勢（消極姿勢）が見られる実態がある 。 

(2)地方整備局による強力なバックアップ効果 

九州地方整備局等の地方整備局が三者協議に加わり、国の補助制度（申し立て費用

等の3/4補助等）の情報提供や公的な後押しを行うことで、自治体経営層の事業重要

性に対する再認識が促され、対策計画策定等の意思決定が顕著な進展が見られたこ

とが確認された 。 

(3)所有者不明化予備軍への早期介入の有効性 

完全に所有者不明となる前の管理不全物件段階から法人が介入することで、行政負

担を補完し、早期解決に繋がる有力な方向性が示された 。 

8.2 提言 

(1)地方整備局を介した官民連携スキームの標準化 

国交省から各地方整備局に対し、本モデル事業の成果を浸透させるべきである。地

方整備局が自治体への表敬訪問や協議を主導することで、自治体が安心して民間を

「推進法人」に指定できる環境を整備することを提言する 。 

(2)相続土地国庫帰属制度の補完としての民間スキームの活用促進  

現行の相続土地国庫帰属制度は、境界の明確化や建物の解体撤去、負担金の納付な



ど、申請にあたっての要件が厳格に設定されている。その結果、制度の利用を断念

せざるを得ない所有者の土地が放置され続けるリスクが依然として残っている。 こ

うした現状に対し、現状有姿での引き取りや柔軟な条件提示が可能な「民間有料引

取スキーム」を、公的制度を補完する実務的な第2の選択肢として位置づけるべきで

ある。 




